

































































































































































































































































































































員の同意が必要と考えら れ 、共有者と相談しなければならないとされ る 。






















































































































判 例 研 究
（甲南法学’ １６）５６─３・４─２３０（ ）３０８
があるはずもないが、今後の最高裁判決の動向を注目すべき点といえよ
う。
　本件最高裁判決が、権利行使者が指定されていない状況下で、会社法
１０６条ただし書きにより、会社が同意をするのは民法の共有の規定に従
ってなし得るのであって、会社に都合の良い特定の共有者にのみ権利行
使を認めることは適法ではないとしたことは評価できる。なお、最高裁
は、本件で①取締役の選任、②代表取締役の選任についての議決権の行
使は特段の事情のない限り株式の管理行為となるとしているが、小規模
非公開会社では、誰が経営者であるのかで他の準共有者の権利が多大な
影響を受ける場合もあり得、取締役の選任・解任が変更・処分行為とも
なり得 る 。本件では、会社による同意が適法なものではないとされ、総
（̐ ）̑
会決議の取消が認められたことから、最高裁としては、この点について
もさらに言及する必要のない事例であったといえるが、この点について
も、今後の動向が注目される。
（４５）　岡・前掲註（１７）・７０頁、青竹・前掲註（５）・商事２０７３号２４頁、川島・前掲
註（５）・３８頁。
